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　６月３日（土）第Ａ会場　15 : 00～17 : 24

lAp-1　ジェンダー・フリー社会における企業管理と生活経営への一展望

　　　　　　　　　　－L.ベイリンによる示唆から一　　　　　　　　　三善勝代（和洋女大）

　　　【目的と方法】来たるジェンダー・フリー社会にあっては、企業組織の性別人事管理が

　　　改廃を余儀なくされることは自明である。では、それに代わる組織運営方法ないし志向す

　　　べき管理モデルは何だろうか。ベイリン（L. Bailyn）の著書（Breaking the Hold : Women,

　　　Men, and the Time in the New Corporate World, The Free Press, 1993）は、この問い

　　　に一つの答を提出するのみならず、生活経営のあり方にもヒントを提示しているように思

　　　われる。そこで、本著を読み解くことによって、その意図を汲み取り、今後の企業管理並

　　　びに生活経営を展望してみたいと考える。（なお､ﾍﾞｲﾘﾝは､HITｽﾛｰﾝｽｸｰﾙ搬で囲ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄであり､隨のE.

　　　H.ｼｬｲﾝｰｷｬﾘｱ蹴の該とされる「ｷｬﾘｱ･ﾀﾞｲﾅﾐｸｽ」のit-に与えた纒も如くない､）【結果】(1）まず、性別分業

　　　を残存させる米国社会の根は、公私２生活領域での分離にあると捉える。　（2）その見方

　　　を拠り所として組織運営上の問題点の本質を喝破し、また、英国、スウェーデンとの比較

　　　を試みて、目指すべき方向をスウェーデン型に近いと打ち出す。　（3）労使双方に対し、

　　　「キャリアの成功」に関する基準の再考を求める。すなわち、組織において人はとかく、

　　　家庭からの後方支援で初めて可能となる直線コースを基準として、本来なら私生活で費や

　　　すべき時間と労力までも仕事（公領域）に傾注するよう仕向けられがちだが、「真の成功」

　　　とは公私のバランスがとれてこそのものではないか。雇主側もそれを目標に従業員支援を

　　　行うべきなのではないか、と。　（4）バランスのとり方は各人各様であるから、結果とし

　　　て近未来の組織にはさまざまなライフスタイルが共存し、それらへの個別対応を通じてよ

　　　りよい運営の仕方が学び取られる、つまり「多様性からの学習」が行われることになる。

lAp-2 地域振興券交付の生産誘発効果の分析（広島市を例として）

　　森　英子　（元鈴峰女子短大）

　目的　地域振興券を生かす消費者立場から。減税と比較して死重損失（非効率）がある

ことを既に分析したが、生産流通側にどの程度の活性化をもたらしたか、広島市を一例と

して分析した。

　方法　各地方・県・市で発刊している産業連関表（原理はレオンチエフ投入産出表）を

分析の具として、広島市の地域振興券交付・利用の結果数字に適用した。

　結果　事業者の換金期限は咋l 2月2 1日で換金率９ 9. 5％,換金額65億16 2 6

万８千円であった。　国の経費補助は交付額の１割（内印刷費に3000万円出費）を交

付額に含めて分析の基本数値にした。

経済企画庁の咋6月～７月のアンケート調査からの推測では、新規の消費に回ったのは３

2.　6％で６割は貯蓄されたいう。これを借用して、新規消費は2 3億3 78 6万円とす

る。広島市の民間消費支出生産誘発係数及び自給率（13項目で各々異なる）を基本数値

に乗じて1 3項目の各々の市内生産誘発額を産出し、合計する。生産誘発第l次効果であ

る。次に、各々の市内生産誘発額に雇用者所得率を乗じて雇用者所得誘発額を求め、これ

　（雇用者所得誘発額）に消費性向（65%）を乗じて　民間消費増加額を求める。

この（民間消費増加額）を基本数値として同じ手順を繰り返し、第2次の生産誘発効果を

求める。1. 2次の雇用者所得誘発額から雇用係数を用いて雇用の増加を算出出来る。概

算だが、生産誘発効果１次1 6億４千万円　２次２億３千万円　合計1 8億７千万円とな

った。雇用増は54人　市は商業・サービス業等が中心のため生産誘発効果は小である。
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